
③仕様書改定案（帳票要件 等）に関するご意見【法人住民税】 付番の現最大値を表示

5 7 0

修正前 修正後 分類（選択肢から選択） 詳細
重複意見

（連番）

類似意見

（連番）

他業務確認

（該当○）

要件修正方針

（追加、修正、削除、変

更なし、要検討）

構成員確認（WT）要

否（共有・報告/意見聴

取）

対応内容 A市 B市 C市 D市 E市 F市 H市 I市 J市 K市 デジタル庁

要件修正方針

（追加、修正、削除、変

更なし、要検討）

修正内容

9 1 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
10 予定申告書 追加 均等割税率 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 桁数が12 桁数が10 ⑤：過剰な要件 均等割税率の出力値は均等割額であると想定されるため。 均等割税率には均等割額を出力する。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度2 3 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、予定申告額に関して桁数が相違している箇所は10桁に統一して修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

11 3 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
10 予定申告書 追加 均等割税率 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 桁数が12 桁数が10 ⑤：過剰な要件 均等割税率の出力値は均等割額であると想定されるため。 均等割税率には均等割額を出力する。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度2 3 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、予定申告額に関して桁数が相違している箇所は10桁に統一して修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

192 10 法人住民税 帳票要件 29 申告書作成法人一覧 ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜主な出力条件(F列)＞

・決算期、決算年月

・申告区分

・送付区分（指定なし／申告書・納付書／

納付書のみ／送付なし）

・電子申告有無（リスト上で判別できる場合は

必須ではない）

・分割区分

＜主な出力条件(F列)＞

・決算期

・決算年月

・申告区分

・送付区分（指定なし／申告書・納付書／

納付書のみ／送付なし）

・電子申告有無（リスト上で判別できる場合は

必須ではない）

・分割区分

⑧：業務精度向上
「、決算年月」が追記されたが、「決算期」と同一行へ併記されており他の条件との違いが不明なため。

※出力条件の項目名が「決算期、決算年月」へ変更されたのではなく、２項目が同一行に併記された認識です。
優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおりに修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

193 11 法人住民税 帳票要件 34 申告チェックリスト ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜要件の考え方・理由(N列)＞

申告書と法人住民税システムに登録した内容

が一致しているかを確認するためのリスト。帳票

で確認するニーズも一定あったが、ペーパーレス

の観点から電子データの利用を推進するため

EUCで代替することも可能とした。

なお、みなす申告の決議に使用する一覧表が

必要な場合にも、本帳票を代替的に活用する

ことを想定している。したがって、標準仕様書上

の帳票要件として、みなす申告の決議一覧表

は定義していないが、当然にこのような帳票の実

装も許容する。

＜要件の考え方・理由(N列)＞

申告書と法人住民税システムに登録した内容

が一致しているかを確認するためのリスト。帳票

で確認するニーズも一定あったが、ペーパーレス

の観点から電子データの利用を推進するため

EUCで代替することも可能とした。

なお、みなす申告の決議に使用する一覧表が

必要な場合にも、本帳票を代替的に活用する

ことを想定している。

⑧：業務精度向上

"標準仕様書上の帳票要件として、みなす申告の決議一覧表は定義していないが、当然にこのような帳票の実装

も許容する。"

と記載があるが、この内容は本編1-4(2)標準準拠の基準(※)と矛盾するのではないでしょうか？

※"定義すべき機能の範囲内で分類されていない機能は、(中略)実装しない機能と同様のものとして位置付ける。

"

優先度2 修正 共有・報告
ご指摘を踏まえて、以下の記載を削除します。

「したがって、標準仕様書上の帳票要件として、みなす申告の決議一覧表は定義していないが、当然にこのような帳票の実装も許容する。」

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

194 12 法人住民税 帳票要件 42 高額納税者リスト ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜主な出力条件(F列)＞

・調定年度

・調定年月範囲

・決算期別

・法人税割額　（○○円以上）※任意入力

項目

・合計（法人税割・均等割）調定額（○○

円以上）※任意入力項目

・出力件数（上位○○法人）　※任意入力

項目

＜主な出力条件(F列)＞

・調定年度

・調定年月範囲

・決算期別

・法人税割額　（○○円以上）※任意入力

項目

・合計（法人税割・均等割）調定額（○○

円以上）※任意入力項目

・出力件数（法人税割額　上位○○法人）

※任意入力項目

⑧：業務精度向上

・要件の考え方・理由に追記された内容は、どの出力条件についての記載かが不明瞭である。

・法人住民税WT　第7回帳票要件(R04/03/04実施)の資料から"出力件数（上位○○法人）"について、

法人税割額を基準として指定件数分の出力を行うと理解したため。

優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおりに修正いたします。
問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

195 13 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
2 更正決定通知書 38

区分（更正・

決定前）課税

標準額

⑥：表現の見直し ①：新規意見
＜表示項目・小分類(D列)＞

課税標準額

＜表示項目・小分類(D列)＞

課税標準額又は分割課税標準額
⑧：業務精度向上

・大分類：区分（更正・決定後）の同項目(項目番号：23)の小分類修正に合わせて大分類：区分（更

正・決定前）の当項目も修正が必要と考えるため。
優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおりに修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

196 14 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
2 更正決定通知書

区分（更正・

決定前）税額

控除超過額相

当額の加算額

①：要件追加 ①：新規意見 ⑧：業務精度向上
・大分類：区分（更正・決定後）で項目番号：26の直後に項目が追加されている。

・大分類：区分（更正・決定前）についても項目番号：41の直後に同様の項目追加が必要と考えるものです。
優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおりに修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

197 15 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
2 更正決定通知書 35

区分（更正・

決定後）合計

税額

⑥：表現の見直し ①：新規意見
＜備考(G列)＞

No.33とNo.35の合計額

＜備考(G列)＞

No.32とNo.34の合計額
⑧：業務精度向上 ・納付すべき法人税割額(No.32)と納付すべき均等割額(No.34)の合計額が正と考える。 優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおりに修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

201 19 法人住民税 帳票要件 34 申告チェックリスト ⑥：表現の見直し ①：新規意見

＜帳票概要（帳票の用途）(E列)＞

(前略)

＜実装してもしなくても良い機能＞

以下の出力順で出力できること。

・職員コード順

・整理番号（庁内処理用の申告書登録番

号）順

＜帳票概要（帳票の用途）(E列)＞

(前略)

＜実装してもしなくても良い機能＞

以下の出力順で出力できること。

・職員コード順

・申告整理番号（庁内処理用の申告書登録

番号）順

⑧：業務精度向上
・【第2.0版案】機能要件_法人住民税の項番1.1.1.枝番2の要件の考え方・理由(J列)に【用語整理】として

定義された用語に統一するため。
優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおりに修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

663 23 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
10 予定申告書 追加 均等割税率 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 桁数が12 桁数が10 ⑤：過剰な要件 均等割税率の出力値は均等割額であると想定されるため。 均等割税率には均等割額を出力する。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度2 3 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、予定申告額に関して桁数が相違している箇所は10桁に統一して修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

665 25 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
10 予定申告書 追加 均等割税率 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 桁数が12 桁数が10 ⑤：過剰な要件 均等割税率の出力値は均等割額であると想定されるため。 均等割税率には均等割額を出力する。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度2 3 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、予定申告額に関して桁数が相違している箇所は10桁に統一して修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

718 29 法人住民税 帳票レイアウト 1 営業証明書 -
代表者氏名

事業種目
③：要件削除 ①：新規意見 -

「要件の考え方・理由」に「一部の地方団体で

は～」と記載しているが「実装類型：実装すべ

き」としており、理由と一致しない。法的拘束力

のない事務かつ一部の地方団体の要望であり、

必須要件とすることで今まで行っていなかった発

行事務が増加する。

なお、様式についても、代表者氏名と事業種目

の最新状況を反映させることは困難である。

また、税システム上で登録されている種目と登記

事項証明書の種目を一致させることも困難なた

め、これらの項目は必要ないと思われる。

⑤：過剰な要件 修正後欄に記載の内容のとおり。 - ④：スクラッチ開発で実装 優先度4 5 修正 共有・報告

機能要件に対する意見の連番413と同旨の意見となります。

以下の事由から、「代表者氏名」及び「事業種目」を定義しないことを望む意見が複数確認されました。

①実態にそぐわない内容を公的な証明書として発行する恐れがある。

②最新情報を確認するための事務負担増につながりうる。

上記の理由も踏まえて、「代表者氏名」「事業種目」の備考欄に以下の記載を追加することが可能かAPPLICに確認させていただきます。

『空欄または＊＊＊＊を印字することも可能とする。』

APLLICにて、実現性が確認できれば反映させていただきます。

ー 意見なし

当市でも使用

頻度が低い事

務ですので、修

正内容で問題

ありません。

特になし 特段意見なし
了解いたしまし

た。
ー 意見無。

異論ございませ

ん。
修正

APPLICにて実現可能性が確認できたため、左

記の法人住民税WT修正方針のとおりに修正

いたします。

1187 40 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
1 営業証明書 5 代表者氏名 ③：要件削除 ①：新規意見 ⑤：過剰な要件 法人からの異動届が提出されていない場合もあり，常に最新の代表者が登録されているとは限らないため

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 5 修正 共有・報告

機能要件に対する意見の連番413と同旨の意見となります。

以下の事由から、「代表者氏名」及び「事業種目」を定義しないことを望む意見が複数確認されました。

①実態にそぐわない内容を公的な証明書として発行する恐れがある。

②最新情報を確認するための事務負担増につながりうる。

上記の理由も踏まえて、「代表者氏名」「事業種目」の備考欄に以下の記載を追加することが可能かAPPLICに確認させていただきます。

『空欄または＊＊＊＊を印字することも可能とする。』

APLLICにて、実現性が確認できれば反映させていただきます。

ー 意見なし

当市でも使用

頻度が低い事

務ですので、修

正内容で問題

ありません。

特になし 特段意見なし
了解いたしまし

た。
ー 意見無。

異論ございませ

ん。
修正

APPLICにて実現可能性が確認できたため、左

記の法人住民税WT修正方針のとおりに修正

いたします。

1188 41 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
1 営業証明書 6 事業種目 ③：要件削除 ①：新規意見 ⑤：過剰な要件 担当者の判断により設定しており，法人が意図するものと一致しない可能性があるため

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 5 修正 共有・報告

機能要件に対する意見の連番413と同旨の意見となります。

以下の事由から、「代表者氏名」及び「事業種目」を定義しないことを望む意見が複数確認されました。

①実態にそぐわない内容を公的な証明書として発行する恐れがある。

②最新情報を確認するための事務負担増につながりうる。

上記の理由も踏まえて、「代表者氏名」「事業種目」の備考欄に以下の記載を追加することが可能かAPPLICに確認させていただきます。

『空欄または＊＊＊＊を印字することも可能とする。』

APLLICにて、実現性が確認できれば反映させていただきます。

ー 意見なし

当市でも使用

頻度が低い事

務ですので、修

正内容で問題

ありません。

特になし 特段意見なし
了解いたしまし

た。
ー 意見無。

異論ございませ

ん。
修正

APPLICにて実現可能性が確認できたため、左

記の法人住民税WT修正方針のとおりに修正

いたします。

1968 92 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
10 予定申告書 追加 均等割税率 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 桁数が12 桁数が10 ⑤：過剰な要件 均等割税率の出力値は均等割額であると想定されるため。 均等割税率には均等割額を出力する。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度2 3 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、予定申告額に関して桁数が相違している箇所は10桁に統一して修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

1974 94 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
1 営業証明書 5 代表者氏名

④：実装類型変更

（実装すべき→実装し

てもしなくても良い/実装

しない）

①：新規意見 実装すべき 実装してもしなくても良い ⑤：過剰な要件 代表者氏名の記載有無は自治体によっても異なる想定であるため。 必要に応じて該当項目を印字する。
①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 5 修正 共有・報告

機能要件に対する意見の連番413と同旨の意見となります。

以下の事由から、「代表者氏名」及び「事業種目」を定義しないことを望む意見が複数確認されました。

①実態にそぐわない内容を公的な証明書として発行する恐れがある。

②最新情報を確認するための事務負担増につながりうる。

上記の理由も踏まえて、「代表者氏名」「事業種目」の備考欄に以下の記載を追加することが可能かAPPLICに確認させていただきます。

『空欄または＊＊＊＊を印字することも可能とする。』

APLLICにて、実現性が確認できれば反映させていただきます。

ー 意見なし

当市でも使用

頻度が低い事

務ですので、修

正内容で問題

ありません。

特になし 特段意見なし
了解いたしまし

た。
ー 意見無。

異論ございませ

ん。
修正

APPLICにて実現可能性が確認できたため、左

記の法人住民税WT修正方針のとおりに修正

いたします。

1975 95 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
1 営業証明書 6 事業種目

④：実装類型変更

（実装すべき→実装し

てもしなくても良い/実装

しない）

①：新規意見 実装すべき 実装してもしなくても良い ⑤：過剰な要件 事業種目の記載有無は自治体によっても異なる想定であるため。 必要に応じて該当項目を印字する。
①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 5 修正 共有・報告

機能要件に対する意見の連番413と同旨の意見となります。

以下の事由から、「代表者氏名」及び「事業種目」を定義しないことを望む意見が複数確認されました。

①実態にそぐわない内容を公的な証明書として発行する恐れがある。

②最新情報を確認するための事務負担増につながりうる。

上記の理由も踏まえて、「代表者氏名」「事業種目」の備考欄に以下の記載を追加することが可能かAPPLICに確認させていただきます。

『空欄または＊＊＊＊を印字することも可能とする。』

APLLICにて、実現性が確認できれば反映させていただきます。

ー 意見なし

当市でも使用

頻度が低い事

務ですので、修

正内容で問題

ありません。

特になし 特段意見なし
了解いたしまし

た。
ー 意見無。

異論ございませ

ん。
修正

APPLICにて実現可能性が確認できたため、左

記の法人住民税WT修正方針のとおりに修正

いたします。

2414 98 法人住民税 帳票レイアウト 1 営業証明書 5 代表者氏名 ③：要件削除 ①：新規意見 代表者氏名 削除 ⑤：過剰な要件

代表者氏名は変更することが多々あり、また、変更しても市に届出しない法人も多い。市が証明書として発行する

以上、正しい証明書であることが重要だと考えており、代表者氏名を証明書に載せるのは実状にそぐわないと思わ

れるため。

③：現行システムでは使用

していない帳票
優先度4 5 修正 共有・報告

機能要件に対する意見の連番413と同旨の意見となります。

以下の事由から、「代表者氏名」及び「事業種目」を定義しないことを望む意見が複数確認されました。

①実態にそぐわない内容を公的な証明書として発行する恐れがある。

②最新情報を確認するための事務負担増につながりうる。

上記の理由も踏まえて、「代表者氏名」「事業種目」の備考欄に以下の記載を追加することが可能かAPPLICに確認させていただきます。

『空欄または＊＊＊＊を印字することも可能とする。』

APLLICにて、実現性が確認できれば反映させていただきます。

ー 意見なし

当市でも使用

頻度が低い事

務ですので、修

正内容で問題

ありません。

特になし 特段意見なし
了解いたしまし

た。
ー 意見無。

異論ございませ

ん。
修正

APPLICにて実現可能性が確認できたため、左

記の法人住民税WT修正方針のとおりに修正

いたします。

2415 99 法人住民税 帳票レイアウト 1 営業証明書 6 事業種目 ③：要件削除 ①：新規意見 事業種目 削除 ⑤：過剰な要件
事業種目が多岐にわたる法人も多く、どの事業種目をメインとしているか等については法人と認識が異なることもあ

り、事業種目を証明書に載せるのは実状にそぐわないと思われるため。

③：現行システムでは使用

していない帳票
優先度4 5 修正 共有・報告

機能要件に対する意見の連番413と同旨の意見となります。

以下の事由から、「代表者氏名」及び「事業種目」を定義しないことを望む意見が複数確認されました。

①実態にそぐわない内容を公的な証明書として発行する恐れがある。

②最新情報を確認するための事務負担増につながりうる。

上記の理由も踏まえて、「代表者氏名」「事業種目」の備考欄に以下の記載を追加することが可能かAPPLICに確認させていただきます。

『空欄または＊＊＊＊を印字することも可能とする。』

APLLICにて、実現性が確認できれば反映させていただきます。

ー 意見なし

当市でも使用

頻度が低い事

務ですので、修

正内容で問題

ありません。

特になし 特段意見なし
了解いたしまし

た。
ー 意見無。

異論ございませ

ん。
修正

APPLICにて実現可能性が確認できたため、左

記の法人住民税WT修正方針のとおりに修正

いたします。

2517 102 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
1 営業証明書 5 代表者氏名 ②：要件変更 ①：新規意見 諸元表ーその他編集条件　空欄

諸元表ーその他編集条件

　非表示も可とする。（データ印字しないも

可）

⑥：住民サービス向上

所在地証明書として利用する場合、「法人所在地」、「法人名称」の項目で十分と考えます。「代表者指名」「事

業種目」があると無駄な事務が増える。

「代表者氏名」があると変更前の代表者氏名が出力されたとき、事業者が変更届出を提出して、行政側が基本台

帳の代表者を変更してから所在地証明書の出力になる。

「事業種目」があると申請法人との事業種目の認識にズレがあると、行政側が事業種目を変更してから所在地証

明書の出力になる。（どの事業種目になるのか分類に困るケースがあり、行政側の入力があいまいな事業分類に

なっていることもある）。

「代表者氏名」「事業種目」は、空欄または＊＊

＊＊を印字する想定

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度2 5 修正 共有・報告

機能要件に対する意見の連番413と同旨の意見となります。

以下の事由から、「代表者氏名」及び「事業種目」を定義しないことを望む意見が複数確認されました。

①実態にそぐわない内容を公的な証明書として発行する恐れがある。

②最新情報を確認するための事務負担増につながりうる。

上記の理由も踏まえて、「代表者氏名」「事業種目」の備考欄に以下の記載を追加することが可能かAPPLICに確認させていただきます。

『空欄または＊＊＊＊を印字することも可能とする。』

APLLICにて、実現性が確認できれば反映させていただきます。

ー 意見なし

当市でも使用

頻度が低い事

務ですので、修

正内容で問題

ありません。

特になし 特段意見なし
了解いたしまし

た。
ー 意見無。

異論ございませ

ん。
修正

APPLICにて実現可能性が確認できたため、左

記の法人住民税WT修正方針のとおりに修正

いたします。

2518 103 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
1 営業証明書 6 事業種目 ②：要件変更 ①：新規意見 諸元表ーその他編集条件　空欄

諸元表ーその他編集条件

　非表示も可とする。（データ印字しないも

可）

⑦：業務効率化

所在地証明書として利用する場合、「法人所在地」、「法人名称」の項目で十分と考えます。「代表者指名」「事

業種目」があると無駄な事務が増える。

「代表者氏名」があると変更前の代表者氏名が出力されたとき、事業者が変更届出を提出して、行政側が基本台

帳の代表者を変更してから所在地証明書の出力になる。

「事業種目」があると申請法人との事業種目の認識にズレがあると、行政側が事業種目を変更してから所在地証

明書の出力になる。（どの事業種目になるのか分類に困るケースがあり、行政側の入力があいまいな事業分類に

なっていることもある）。

「代表者氏名」「事業種目」は、空欄または＊＊

＊＊を印字する想定

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度2 5 修正 共有・報告

機能要件に対する意見の連番413と同旨の意見となります。

以下の事由から、「代表者氏名」及び「事業種目」を定義しないことを望む意見が複数確認されました。

①実態にそぐわない内容を公的な証明書として発行する恐れがある。

②最新情報を確認するための事務負担増につながりうる。

上記の理由も踏まえて、「代表者氏名」「事業種目」の備考欄に以下の記載を追加することが可能かAPPLICに確認させていただきます。

『空欄または＊＊＊＊を印字することも可能とする。』

APLLICにて、実現性が確認できれば反映させていただきます。

ー 意見なし

当市でも使用

頻度が低い事

務ですので、修

正内容で問題

ありません。

特になし 特段意見なし
了解いたしまし

た。
ー 意見無。

異論ございませ

ん。
修正

APPLICにて実現可能性が確認できたため、左

記の法人住民税WT修正方針のとおりに修正

いたします。

2675 104 法人住民税 帳票印字項目・諸元表 7
法人住民税みなす申告

通知書
ー 中間申告の期間 ⑥：表現の見直し ①：新規意見 中間申告の期間 この申告の期間

①：地方税法（法律・政

令・省令）への準拠・外

部機関（eLTAX 等）へ

の対応

地方税法施行規則第20号の３様式記載の表現と統一。中間申告という表現だと仮決算に基づくケースと混同する可能性があ

るため。
通知を受けた義務者が混乱を起こさない。

③：現行システムでは使用して

いない帳票
優先度1 ○ 修正 共有・報告 ご指摘のとおりに修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2923 法人住民税 帳票要件 1 営業証明書 ⑥：表現の見直し ①：新規意見
④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

帳票レイアウトでは横→縦に変更されていますが、

「34_7-2_【第2.0版案】帳票要件_法人住民税」ではA4横となっています。どちらが正しいのでしょうか。

帳票レイアウトではPDF出力上の問題でA4縦になっているようにも見えます。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 ○ 修正 共有・報告

帳票レイアウトではPDF出力上の問題でA4縦になっておりますが、A4横となります。

2.0版公開時に修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2924 法人住民税 帳票レイアウト 2 更正決定通知書 ⑥：表現の見直し ①：新規意見
④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

レイアウトで「外国間会社等～」と「外国の法人税等～」の項目間の罫線が見えません。罫線は必要ないのでしょう

か。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 ○ 修正 共有・報告 ご指摘を踏まえて、罫線を追加するよう修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2948 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
10

予定申告書（汎用

紙）
追加 首長名方 ①：要件追加 ①：新規意見 追加のためなし

大分類：首長名方

実装すべき項目：〇

備考：受付印横の欄に首長名方を出力。

内容：例）殿、または宛

桁数：１

その他項目は首長肩書と同じ

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

自治体がＨＰで公開する申告書や送付する申告書についてあらかじめ首長名が印字されているが、首長名の右隣

に「殿」「宛」など自治体により異なる首長名方が印字されているため、諸元表に追加を提案します。

「殿」「宛」など自治体が設定した首長名方を申告

書送付時の首長名の右隣に印字します。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 6 修正 共有・報告

自治体がＨＰで公開する申告書や送付する申告書について、首長肩書の右隣に「殿」「宛」などを印字するかは自治体ごとに選択可能とするべき

と考えます。

したがって、現行諸元表で定める首長肩書の備考欄に以下の内容を追記することで対応いたします。

「受付印欄の横に出力する首長肩書（○○○○長）の後に続いて、「殿」若しくは「宛」といった首長名方を出力することも許容する。」

■参考情報

首長肩書を印字するが、「殿」「宛」などは印字していない自治体の例

https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/cmsfiles/contents/0000006/6482/01_R4.4.1igo_20gou.pdf

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2949 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
13

中間申告書（汎用

紙）
追加 首長名方 ①：要件追加 ①：新規意見 追加のためなし

大分類：首長名方

実装すべき項目：〇

備考：受付印横の欄に首長名方を出力。

内容：例）殿、または宛

桁数：１

その他項目は首長肩書と同じ

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

自治体がＨＰで公開する申告書や送付する申告書についてあらかじめ首長名が印字されているが、首長名の右隣

に「殿」「宛」など自治体により異なる首長名方が印字されているため、諸元表に追加を提案します。

「殿」「宛」など自治体が設定した首長名方を申告

書送付時の首長名の右隣に印字します。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 6 修正 共有・報告

自治体がＨＰで公開する申告書や送付する申告書について、首長肩書の右隣に「殿」「宛」などを印字するかは自治体ごとに選択可能とするべき

と考えます。

したがって、現行諸元表で定める首長肩書の備考欄に以下の内容を追記することで対応いたします。

「受付印欄の横に出力する首長肩書（○○○○長）の後に続いて、「殿」若しくは「宛」といった首長名方を出力することも許容する。」

■参考情報

首長肩書を印字するが、「殿」「宛」などは印字していない自治体の例

https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/cmsfiles/contents/0000006/6482/01_R4.4.1igo_20gou.pdf

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2950 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
16

確定申告書（汎用

紙）
追加 首長名方 ①：要件追加 ①：新規意見 追加のためなし

大分類：首長名方

実装すべき項目：〇

備考：受付印横の欄に首長名方を出力。

内容：例）殿、または宛

桁数：１

その他項目は首長肩書と同じ

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

自治体がＨＰで公開する申告書や送付する申告書についてあらかじめ首長名が印字されているが、首長名の右隣

に「殿」「宛」など自治体により異なる首長名方が印字されているため、諸元表に追加を提案します。

「殿」「宛」など自治体が設定した首長名方を申告

書送付時の首長名の右隣に印字します。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 6 修正 共有・報告

自治体がＨＰで公開する申告書や送付する申告書について、首長肩書の右隣に「殿」「宛」などを印字するかは自治体ごとに選択可能とするべき

と考えます。

したがって、現行諸元表で定める首長肩書の備考欄に以下の内容を追記することで対応いたします。

「受付印欄の横に出力する首長肩書（○○○○長）の後に続いて、「殿」若しくは「宛」といった首長名方を出力することも許容する。」

■参考情報

首長肩書を印字するが、「殿」「宛」などは印字していない自治体の例

https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/cmsfiles/contents/0000006/6482/01_R4.4.1igo_20gou.pdf

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2951 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
19

均等割申告書（汎用

紙）
追加 首長名方 ①：要件追加 ①：新規意見 追加のためなし

大分類：首長名方

実装すべき項目：〇

備考：受付印横の欄に首長名方を出力。

内容：例）殿、または宛

桁数：１

その他項目は首長肩書と同じ

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

自治体がＨＰで公開する申告書や送付する申告書についてあらかじめ首長名が印字されているが、首長名の右隣

に「殿」「宛」など自治体により異なる首長名方が印字されているため、諸元表に追加を提案します。

「殿」「宛」など自治体が設定した首長名方を申告

書送付時の首長名の右隣に印字します。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 6 修正 共有・報告

自治体がＨＰで公開する申告書や送付する申告書について、首長肩書の右隣に「殿」「宛」などを印字するかは自治体ごとに選択可能とするべき

と考えます。

したがって、現行諸元表で定める首長肩書の備考欄に以下の内容を追記することで対応いたします。

「受付印欄の横に出力する首長肩書（○○○○長）の後に続いて、「殿」若しくは「宛」といった首長名方を出力することも許容する。」

■参考情報

首長肩書を印字するが、「殿」「宛」などは印字していない自治体の例

https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/cmsfiles/contents/0000006/6482/01_R4.4.1igo_20gou.pdf

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2952 法人住民税 帳票要件 43 月別調定集計表 ③：要件削除 ①：新規意見

43　月別調定集計表

もしくは

49　月別調定額集計表（月別集計表）

どちらかの削除 ⑤：過剰な要件

43 月別調定集計表について、「法人別」という記載がなくなったことで、月別調定額集計表（月別集計表）とほ

ぼ同等の内容の帳票になると思われます。

それぞれで明確な用途が無い場合、43　月別調定集計表もしくは49　月別調定額集計表（月別集計表）のど

ちらかを削除が妥当であると提案いたします。

同一内容の帳票となるため、どちらか片方のみを使

用する想定です。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 修正 共有・報告

ご指摘のとおり、帳票No.43「月別調定集計表」は、これまでの検討経過を通じて「法人別」という記載が削除されたことで、帳票No.49「月別調

定額集計表（月別集計表）」と同旨の帳票要件となっております、

したがって、帳票No.43「月別調定集計表」を削除いたします。

（帳票No.43「月別調定集計表」を帳票No.49「月別調定額集計表（月別集計表）」に統合する修正を図ります。）

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

2977 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
10

予定申告書（汎用

紙）
追加

納税義務者

名：法人名か

な

②：要件変更 ①：新規意見 その他編集条件：－
その他編集条件：平仮名・片仮名どちらの印

字でも可能とする。

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

法人名ふりがな項目について、弊社では宛名システム側にて氏名や名称を片仮名で管理している関係上、片仮名

で出力しております。

法人名ふりがな項目が実装すべき項目となっておりますが、平仮名へ変換して印字するのが難しい文字があると認

識しております。

※「ヴ」・「ヵ」・「ヶ」等

国税庁HPや法務局を確認しましたところ、法人名は片仮名で管理されており、eLTAXなども片仮名でデータが定

義されていますが、各申告書の法人名ふりがな項目は記載の通り、平仮名で印字すべきかどうかを確認させていただ

ければと思います。

なお、APPLIC内で以前確認したところ、平仮名で印字されているベンダー様と片仮名で印字されているベンダー様

両方いらっしゃいました。

弊社でも過去に質問を受けたのみで特に利用団体様から平仮名で印字してほしいといったような要望等を受けたこ

とはありませんが、標準化という観点からふりがな項目である以上、平仮名として印字すべきなのかとも考えていま

す。

平仮名・片仮名どちらの印字でも問題ないといったような記載を諸元表にしていただくことをご検討いただけませんで

しょうか。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 7 修正 共有・報告

ご意見を踏まえて、その他編集条件に以下の記載を追加いたします。

「平仮名・片仮名どちらの印字でも可能とする。」

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

「ひらがな若しく

はカタカナで印字

可能とする。」と

した方が通じや

すいと考えます。

修正

左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

但し、デジタル庁のご指摘を踏まえて「ひらがな

若しくはカタカナのどちらの印字でも可能とす

る。」として追記いたします。

また、帳票印字項目に係る内容として備考欄

へ記載します。

2978 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
13

中間申告書（汎用

紙）
追加

納税義務者

名：法人名か

な

②：要件変更 ①：新規意見 その他編集条件：－
その他編集条件：平仮名・片仮名どちらの印

字でも可能とする。

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

法人名ふりがな項目について、弊社では宛名システム側にて氏名や名称を片仮名で管理している関係上、片仮名

で出力しております。

法人名ふりがな項目が実装すべき項目となっておりますが、平仮名へ変換して印字するのが難しい文字があると認

識しております。

※「ヴ」・「ヵ」・「ヶ」等

国税庁HPや法務局を確認しましたところ、法人名は片仮名で管理されており、eLTAXなども片仮名でデータが定

義されていますが、各申告書の法人名ふりがな項目は記載の通り、平仮名で印字すべきかどうかを確認させていただ

ければと思います。

なお、APPLIC内で以前確認したところ、平仮名で印字されているベンダー様と片仮名で印字されているベンダー様

両方いらっしゃいました。

弊社でも過去に質問を受けたのみで特に利用団体様から平仮名で印字してほしいといったような要望等を受けたこ

とはありませんが、標準化という観点からふりがな項目である以上、平仮名として印字すべきなのかとも考えていま

す。

平仮名・片仮名どちらの印字でも問題ないといったような記載を諸元表にしていただくことをご検討いただけませんで

しょうか。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 7 修正 共有・報告

ご意見を踏まえて、その他編集条件に以下の記載を追加いたします。

「平仮名・片仮名どちらの印字でも可能とする。」

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

「ひらがな若しく

はカタカナで印字

可能とする。」と

した方が通じや

すいと考えます。

修正

左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

但し、デジタル庁のご指摘を踏まえて「ひらがな

若しくはカタカナのどちらの印字でも可能とす

る。」として追記いたします。

また、帳票印字項目に係る内容として備考欄

へ記載します。

2979 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
16

確定申告書（汎用

紙）
追加

納税義務者

名：法人名か

な

②：要件変更 ①：新規意見 その他編集条件：－
その他編集条件：平仮名・片仮名どちらの印

字でも可能とする。

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

法人名ふりがな項目について、弊社では宛名システム側にて氏名や名称を片仮名で管理している関係上、片仮名

で出力しております。

法人名ふりがな項目が実装すべき項目となっておりますが、平仮名へ変換して印字するのが難しい文字があると認

識しております。

※「ヴ」・「ヵ」・「ヶ」等

国税庁HPや法務局を確認しましたところ、法人名は片仮名で管理されており、eLTAXなども片仮名でデータが定

義されていますが、各申告書の法人名ふりがな項目は記載の通り、平仮名で印字すべきかどうかを確認させていただ

ければと思います。

なお、APPLIC内で以前確認したところ、平仮名で印字されているベンダー様と片仮名で印字されているベンダー様

両方いらっしゃいました。

弊社でも過去に質問を受けたのみで特に利用団体様から平仮名で印字してほしいといったような要望等を受けたこ

とはありませんが、標準化という観点からふりがな項目である以上、平仮名として印字すべきなのかとも考えていま

す。

平仮名・片仮名どちらの印字でも問題ないといったような記載を諸元表にしていただくことをご検討いただけませんで

しょうか。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 7 修正 共有・報告

ご意見を踏まえて、その他編集条件に以下の記載を追加いたします。

「平仮名・片仮名どちらの印字でも可能とする。」

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

「ひらがな若しく

はカタカナで印字

可能とする。」と

した方が通じや

すいと考えます。

修正

左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

但し、デジタル庁のご指摘を踏まえて「ひらがな

若しくはカタカナのどちらの印字でも可能とす

る。」として追記いたします。

また、帳票印字項目に係る内容として備考欄

へ記載します。

2980 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
19

均等割申告書（汎用

紙）
追加

納税義務者

名：法人名か

な

②：要件変更 ①：新規意見 その他編集条件：－
その他編集条件：平仮名・片仮名どちらの印

字でも可能とする。

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

法人名ふりがな項目について、弊社では宛名システム側にて氏名や名称を片仮名で管理している関係上、片仮名

で出力しております。

法人名ふりがな項目が実装すべき項目となっておりますが、平仮名へ変換して印字するのが難しい文字があると認

識しております。

※「ヴ」・「ヵ」・「ヶ」等

国税庁HPや法務局を確認しましたところ、法人名は片仮名で管理されており、eLTAXなども片仮名でデータが定

義されていますが、各申告書の法人名ふりがな項目は記載の通り、平仮名で印字すべきかどうかを確認させていただ

ければと思います。

なお、APPLIC内で以前確認したところ、平仮名で印字されているベンダー様と片仮名で印字されているベンダー様

両方いらっしゃいました。

弊社でも過去に質問を受けたのみで特に利用団体様から平仮名で印字してほしいといったような要望等を受けたこ

とはありませんが、標準化という観点からふりがな項目である以上、平仮名として印字すべきなのかとも考えていま

す。

平仮名・片仮名どちらの印字でも問題ないといったような記載を諸元表にしていただくことをご検討いただけませんで

しょうか。

③：現行システムでは使用

していない帳票
優先度4 7 修正 共有・報告

ご意見を踏まえて、その他編集条件に以下の記載を追加いたします。

「平仮名・片仮名どちらの印字でも可能とする。」

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

「ひらがな若しく

はカタカナで印字

可能とする。」と

した方が通じや

すいと考えます。

修正

左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

但し、デジタル庁のご指摘を踏まえて「ひらがな

若しくはカタカナのどちらの印字でも可能とす

る。」として追記いたします。

また、帳票印字項目に係る内容として備考欄

へ記載します。

2981 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
22

清算予納申告書（汎

用紙）
追加

納税義務者

名：法人名か

な

②：要件変更 ①：新規意見 その他編集条件：－
その他編集条件：平仮名・片仮名どちらの印

字でも可能とする。

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

法人名ふりがな項目について、弊社では宛名システム側にて氏名や名称を片仮名で管理している関係上、片仮名

で出力しております。

法人名ふりがな項目が実装すべき項目となっておりますが、平仮名へ変換して印字するのが難しい文字があると認

識しております。

※「ヴ」・「ヵ」・「ヶ」等

国税庁HPや法務局を確認しましたところ、法人名は片仮名で管理されており、eLTAXなども片仮名でデータが定

義されていますが、各申告書の法人名ふりがな項目は記載の通り、平仮名で印字すべきかどうかを確認させていただ

ければと思います。

なお、APPLIC内で以前確認したところ、平仮名で印字されているベンダー様と片仮名で印字されているベンダー様

両方いらっしゃいました。

弊社でも過去に質問を受けたのみで特に利用団体様から平仮名で印字してほしいといったような要望等を受けたこ

とはありませんが、標準化という観点からふりがな項目である以上、平仮名として印字すべきなのかとも考えていま

す。

平仮名・片仮名どちらの印字でも問題ないといったような記載を諸元表にしていただくことをご検討いただけませんで

しょうか。

③：現行システムでは使用

していない帳票
優先度4 7 修正 共有・報告

ご意見を踏まえて、その他編集条件に以下の記載を追加いたします。

「平仮名・片仮名どちらの印字でも可能とする。」

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

「ひらがな若しく

はカタカナで印字

可能とする。」と

した方が通じや

すいと考えます。

修正

左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

但し、デジタル庁のご指摘を踏まえて「ひらがな

若しくはカタカナのどちらの印字でも可能とす

る。」として追記いたします。

また、帳票印字項目に係る内容として備考欄

へ記載します。

2983 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
4 減免決定通知書 19 法人管理番号 ②：要件変更 ①：新規意見 桁数：10 桁数：15 ⑧：業務精度向上

他の外部帳票では、法人管理番号は15桁となっていますが、減免決定通知書のみ10桁となっているため、15桁

で統一していただけませんでしょうか。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度2 修正 共有・報告 ご指摘のとおりに修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3125 法人住民税
帳票印字項目・諸元

表
27

申告書送付案内（法

人送付）
2 送付先ほか ②：要件変更 ①：新規意見

項目番号：2、3

項目名称：送付先：所在地（住所）、送付

先：法人名称

⑧：業務精度向上
外部帳票の送付先（所在地、法人名称）について、法人住民税としては1.0版からの変更はありませんが、

他業務の記載を確認して、桁数/行数が異なっている為、業務間で統一すべきではないでしょうか？

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度2 ○ 変更なし 共有・報告

APPLIC税STFにより作成された経緯も踏まえて、基本的には税目ごとで定義に至っている現況を尊重する整理としたく考えております。

但し、担当名の諸元表統一や郵便番号を全角で統一する（※）等、必要に応じて統一的な修正も検討させていただきます。

（※）例えば、日本郵便株式会社の郵便番号・バーコードマニュアルでは全角が読み取りやすいとされているため、半角でなく全角の「１２３－４

５６７」に統一した方が良いのではないかといった検討を進めております。

https://www.post.japanpost.jp/zipcode/zipmanual/p47.html

問題ありませ

ん。
意見なし わかりました。 特になし 特段意見なし

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
変更なし 左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

3141 法人住民税 帳票要件 62 更正決定対象リスト ②：要件変更 ②：前回記載意見

帳票概要（帳票の用途）

更正決定通知書を発送する法人の一覧表。

法人管理番号、法人名、対象の事業年度、

更正後の法人税割・均等割額・合計額、差引

税額、更正請求日、更正決定日などを出力。

更正決定通知書を発送する法人の一覧表。

法人管理番号、法人名、対象の事業年度、

更正後の法人税割・均等割額・合計額、差引

税額、更正請求日、更正決定日などを出力。

みなす申告通知書を発送する法人の一覧表と

しての仕様も可とする。

④：現行事務処理・

現行機能の踏襲

【APPLIC取りまとめ】_1.0版への疑義事項及びその他意見_法人住民税_GitHUB等.xlsx

疑義事項及びその他意見（GitHub）シート　No.266にて

「更正、決定、減免については決議に使用する一覧がありますが、みなす申告のみ決議書は定義されているのに一

覧が定義されておりません。帳票要件として定義が必要と思います。」

という意見に対し、

「みなす申告は、更正や決定といった処分に該当する事務とは性質が異なるため、入力後の申告書のうち、申告

区分「みなす」に該当するものを、No.34「申告チェックリスト」で抽出することでも足りると考えております。

ただし、ご意見を踏まえて帳票WTでも確認をします。」

と回答をいただいております。

こちらの反映として、34 申告チェックリストに

「なお、みなす申告の決議に使用する一覧表が必要な場合にも、本帳票を代替的に活用することを想定してい

る。したがって、標準仕様書上の帳票要件として、みなす申告の決議一覧表は定義していないが、当然にこのよう

な帳票の実装も許容する。」

の記述が追加されたものと想定しております。

本疑義事項の意図としてはみなす申告通知書・決議書について、更正決定通知書・決議書と同じ取り扱いをす

るのであれば、発行する通知の発行リストとして一覧を定義すべきというものになります。

「したがって、標準仕様書上の帳票要件として、みなす申告の決議一覧表は定義していないが、当然にこのような

帳票の実装も許容する。」について、結局のところ発行リスト的なものを作っていいのかそうでないのか、よくわからない

記載になっています。

申告チェックリストは性質上発行と同時にでる一覧とはなりえないため、62 更正決定対象リストに「みなす申告通

知書」での使用を可とする記述をお願いします。

みなす申告通知書・決議書について更正決定通

知書・決議書と同様の発行リストの使用を想定して

おります。

①：現行システムでパッケー

ジ標準で実装している帳票
優先度4 修正 共有・報告 ご指摘のとおりに修正いたします。

問題ありませ

ん。
意見なし

問題ありませ

ん。
特になし 特段意見なし

問題ありませ

ん。

了解いたしまし

た。

問題ありませ

ん。
意見無。

異論ございませ

ん。
修正

左記の法人住民税WT修正方針のとおり。

要件の考え方・理由に追記しました。

帳票名 項目番号 項目名称
現行システム区分

（選択肢から選択）

帳票レイアウ

ト関連意見

（該当○）

優先度
意見の分類

（選択肢から選択）

WT構成員　回答集約 WT検討結果を踏まえた第2.0版修正方針令和４年度　全国意見照会結果を踏まえた第2.0版修正方針（案）分類用フラグ

新規意見区分
（選択肢から選択）

要件 意見の根拠

運用想定連番
業務内

連番
業務

（選択肢から選択）

仕様書改定案の対象
（選択肢から選択）

帳票No.


